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介護職員等処遇改善加算について

令和６年６月から、介護職員処遇改善加算、介護職員等
特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算
が一本化され、「介護職員等処遇改善加算」(以下、
「新加算」という。）が創設されました。

現在、賃金規程の見直し等の事業者の事務負担に配慮し、
令和６年度中は経過措置が設けられていました。

そのため、令和７年度以降も新加算を取得するには、令
和６年度中に新加算以降の体制を整える必要があります。
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介護職員等処遇改善加算の経過措置について

現在の経過措置は、令和７年３月３１日で廃止となります。

措置廃止により満たす必要がある体制は以下のとおりです。

①加算区分V（1）～（14）の廃止に伴う、新加算Ⅰ～Ⅳへの
移行

➁新加算Ⅳの加算額の1/2以上を基本給等で配分する（月額
賃金改善要件Ⅰ）

③令和７年度以降の職場環境等要件の取り組み

④「令和６年度内の対応の誓約」により、令和６年度当初か
ら満たしたこととした要件
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①加算区分V（1）～（14）の廃止に伴う、
新加算Ⅰ～Ⅳへの移行について

・旧３加算の算定状況に応じた加算区分V（1）～（14）
が廃止となるため、現在これらの加算区分を取得してい
る事業所は、新加算Ⅰ～Ⅳへの移行を検討する必要があ
ります。
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出典：厚生労働省ホームページ
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②新加算Ⅳの加算額の1/2以上を基本給等で
配分する（月額賃金改善要件Ⅰ）

・令和６年度中は「介護職員等ベースアップ等支援加
算」の加算相当額の２/３以上を基本給等で配分すること
で足りていました。

・しかし、令和７年度以降は、新加算Ⅳの加算額の１/２
以上を基本給等で配分する必要があります。
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出典：厚生労働省ホームページ
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③令和７年度以降の職場環境等要件の取り組み

・令和７年度以降も新加算を取得するためには、令和６
年度よりも多くの取り組みを実施する必要があります。

・また、各区分ごとの具体的取組内容にも違いがあるた
め、次のページに掲載している職場環境等要件の表を確
認し、令和６年度中に実施できるよう体制を整えてくだ
さい。
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出典：厚生労働省ホームページ
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出典：厚生労働省ホームページ
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④「令和６年度内の対応の誓約」により、
令和６年度当初から満たしたこととした要件

・キャリアパス要件Ⅰからキャリアパス要件Ⅲについて、
令和６年度中に賃金体制等を整備することを誓約した場
合に限り、令和６年度当初から要件を満たしたこととし、
新加算の取得が可能でした。
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出典：厚生労働省ホームページ
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出典：厚生労働省ホームページ
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令和７年度以降の計画書の提出について

厚生労働省より、処遇改善計画等の様式見直しに伴い、令和7年度の当該加算における改善計画書につい
ては、「令和7年4月及び5月分を算定する場合は、同年4月15日までに行うこととする予定」と事務連絡
が発出されました。
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